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就労移行支援事業所における就労アセスメント実施状況等に関する調査 
 

 

研究代表者 梅永雄二 早稲田大学教育・総合科学学術院教育心理学専修教授 

 

研究要旨 

就労継続支援Ｂ型の利用希望者又は就労継続支援Ｂ型の利用を検討している者に対し

て、就労移行支援事業所によるアセスメントがどのように実施されているかの調査を行っ

た。 

その結果、アセスメントを実施している就労移行支援事業所では、実施期間や実施内容

に差異があり、アセスメントそのものについてもどのような視点で行えばいいか混乱して

いることが伺え、統一された専門的アセスメント技法の研修が必要であることが示された。 

 

研究分担者 若林 功（昭和女子大学助教） 

 

１ 研究の背景と目的 

 特別支援学校卒業生等が就労継続支援Ｂ

型の利用を希望する場合、就労移行支援事

業所がアセスメントを実施することとなっ

ている。 

 しかしながら、全国に約 3,000 か所設置

されている就労移行支援事業においては、

アセスメントの期間や内容が統一されたも

のではない。 

よって、本研究では特別支援学校卒業生

等が就労継続支援Ｂ型事業所の利用を希望

する場合に実施されているアセスメントに

ついて、以下のようなアンケートを実施し

た。 

・どのような就労移行支援事業所か（多機

能型か単独か） 

・アセスメントを実施しているか否か 

・どのようなアセスメントをどこで、どれ

くらいの期間実施しているか 

・実施者の専門性 

・実施した感想 

・対象者や家族、関係者のアセスメントに

関する認識 

・アセスメントを行う上での課題とニーズ 

 

２ 研究方法 

(１) アンケート調査 

①調査実施時期 平成 28 年 11 月～12 月 

②調査対象 

ア 全国の就労移行支援事業所約 3,000 か

所の中からランダムに 2,000 か所ほど抽出 

回収数 1,180 事業所 回収率 59.0％ 

イ 全国の障害者就業・生活支援センター

326 所 回収数 173 事業所 回収率 

53.1％ 

(2)ヒアリング調査 

①調査時期 平成 28 年 12 月～平成 29

年 3 月 

②（１）のアンケート調査の結果から、

先駆的な就労支援を実施していると考えら
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れた就労移行支援事業所７か所 

 

（倫理面への配慮） 

障害者支援事業所等に対する情報収集の 

ため、特に必要なし。 

 

３．結果 

(1)就労移行支援事業所調査における結果 

 アンケート調査を行った就労移行支援事

業所において、回答があった 1,180 か所の

うち、アセスメントを実施している事業所

は図 1 に示されるように 704 か所と約 6 割

であった。 

 

 

 

 

 

 

図 1 アセスメント実施事業所数、割合 

 

 アセスメントを実施していない約 4 割の

事業所に対し、なぜアセスメントを実施し

ていないのかの理由を尋ねると図 2 に示さ

れるように 8 割以上の事業所が「依頼がな

かったから」との答えであった。その他実

施しなかった理由として、少数だが「自治

体が実施事業所を指定している(2％)」、「実

施ノウハウがない(2％)」などの回答があっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 就労アセスメント不実施の理由 

 

 

 

 

 

 

 

  図 3 アセスメント対象障害種 

 

図 3 に示されるように、アセスメント対象

者の 9 割以上が知的障害者であった。次に

精神障害者が１割強、その他に身体障害や

発達障害も数パーセント存在する。 

 

特別支援学校高等部在学中にアセスメント

を実施した後の進路は図 4 に示されるよう

に就労継続支援 B 型事業所に進む者が

1,060 人で 7 割弱と最も多い。移行支援事

業所に進む者が 130 人（8％）であり、一般

就労は 35 人(2％)であった。アセスメント

後に就労へ結びつく事例は極めて少ない。 
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図 4 アセスメント後の進路 

 

 また、どのようなアセスメントを実施し

ているかについての質問については、「事業

所内で通常実施している各種作業」が約 8

割と最も多く、ついで家族や関係者への面

接による情報収集が 38％(重複あり)、チェ

ックリストを活用した調査 19％(重複あり)

となっていた。 

 次に実施理由であるが、作業態度・作業

遂行力の把握が 74％、対人対応・社会生活

面の把握が 42％(重複あり)、対象者の希望

やニーズの把握が 29％(重複あり)となって

いた。 

 アセスメントを実施する上で必要な技術

に関しては、「障害特性の知識・特性を踏ま

えた対応方法・面接や聞き取り方法」が

36％、「アセスメント全般に対する基礎知識

の獲得」が 34％と並び、「対象者の状況を

踏まえたアセスメント手法の活用」15％と

アセスメント技法の関する専門性の必要が

示された。 

 

 

 

 

                  

図５ 就労アセスメントの平均実施日数

(１人が実際に利用した日数) 

 

図５に、１人に対して実際に就労アセスメ

ントを実施した日数の平均を特別支援学校

高等部在学者の場合とそれ以外の場合で示

した。１週間程度以内との回答が、高等部

在学者で７割以上、それ以外で５割以上を

占めた。 

 

 表１に就労アセスメントを実施するメリ

ットについて行った自由記述を示す。 

 

 表１就労アセスメントを行うメリット 

・就労に向けての可能性を探る機会としては有効

であると思う。 

・就労の可能性のある知的障害の特別支援学校卒

業生等の掘り起こしには大変有効。 

・対象障害者に対して、第三者的な意見を把握す

ることができる数少ないチャンスだと思う。 

・就労アセスメントは職員のスキルアップにつな

がると思う。 

・就労アセスメントにより、御本人の可能性が広

がる機会を積極的に提供していける。 

・就労 B や生活介護が適当と判断されている方の

多くに就労の可能性を感じとる事が多い。 
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・知的障害者の多くは自閉症スペクトラムを重複

しており、就労アセスメントの一つとして自閉症

スペクトラムに特化した TTAP というアセスメン

トを実施しているが、移行先に向けてのレポート

にもなり有効である。 

 

 

 表２は、自由記述で確認した就労アセス

メントを実施する上での課題である。 

 

 表 2 就労アセスメントにおける課題 

・対象者が在学中に明らかに就労困難と判断され

ていても、就労アセスメントが必要となる場合に

は、本人及び御家族に大きく負担がある。 

・A 型事業所利用は、就労アセスメントなしでの

利用開始が可能である事に理解ができない。 

・本人や家族へのアセスメントの説明や契約、ア

セスメントの実施、評価結果の自治体への報告な

ど、一人のアセスメントを行うに当たっての職員

体制の確保や事務手続きの量といった点に、負担

感がある。 

・市内で就労アセスメントを実施している就労移

行支援事業所が 1ヶ所しかなく、依頼が集中する。

しかし、市の方針でアセスメントは 1 人 2 週間以

上かけるように言われ負担が大きく、全ての依頼

に対応できない。 

・特別支援学校では実習を何度も行っているので、

結果的に受け入れ事業所の状況次第で採用が決定

するので、アセスメントの必要があるのかは疑問。 

・市内は、1 日だけの指定実施である。これはアセ

スメントをしているとは言えない。半日でも良い

という教師、学校もある。 

・就労アセスメントの対象者の重度化（生活介護

の対象と思われる方、個別的な対応を要する方）

のため、通常の就労移行支援の業務に支障が出る

場合がある。 

・本人も家族もなぜ就労アセスメントを受けなけ

ればならないのか良く分かっている人は少ないと

思う（アセスメントに行くように言われたため）。 

・また、事業所に数回来なければならないので、

家族の負担も大きいと思う。 

 

 

 最後にアセスメントに関する今後の要望

について自由記述で述べてもらった内容を

表３に示す。 

 

 表３ アセスメントに関する要望 

・厚労省のアセスメントシートに沿って実施して

いるが、より使用しやすいアセスメントシートが

望まれる 

・各市町村フォーマットにバラつきがあり、一事

業所で統一整理出来ず、支援に役立っていないの

で、障害種別によってのフォーマット統一であれ

ば良い 

・アセスメントを行う事業所や人によって、質の

偏りが生じると思われる。 

・福祉サービスの利用前にアセスメントを作業な

どを通して実施することは、より精度の高い情報

を把握し、支援目標を達成させるために必要と思

われる。 

 

 

 さらに、その他の要望としてアセスメン

トに直接関係しないものの、今回のアンケ

ートで特別支援学校や関連する機関に対す

る意見や要望が示されたので表 4 に示す。 

 

表 4 その他の意見  

・B 型事業所はせっかく行ったアセスメントの結

果を見ていないし、知らない。 

・相談支援事業所の職員の専門性がないため研修
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を行ってほしい。 

・相談支援事業所がアセスメント結果を持って、

それを B 型に伝えていってほしい。 

・バラバラのフォーマットでは相談支援事業所も

どうまとめていいかわからない。 

・フォーマットを統一していくと、相談支援事業

所も B 型に伝えやすいのではないか。 

・アセスメントの結果と本人・家族の理解にギャ

ップがある。 

・個別支援計画、サービス等利用計画に差がある。 

・特別支援学校は楽しみのために働くことを教え

てほしい。 

 

(2) 個別の事業所へのヒアリング 

アンケート調査をベースに就労移行支援

に実績のある事業所を個別に訪問し行っ

たヒアリング結果を表 5に示す。 

 

 表５ 個別ヒアリングの結果 

a. 就労アセスメントの実施方法について効果的、

円滑に実施する方法はあるか 

 ・プログラムを通して、支援者との関係性づく

り、自己紹介などの状況把握といったプログラム

を組んでいる。 

 ・就労移行支援トレーニングカリキュラムがあ

り、15 種くらいのワークサンプル等を使ってのも

のと、企業実習(2 か所食品加工会社とクリーニン

グ会社)を使っている。 

 

b.アセスメントの結果とセールスポイントや課題

をどのように結びつけているか 

 ・アセスメント結果票を作って、本人、家族、

相談支援事業所に伝える。本人が B 型に行きたい

といえば、それに応じる。 

・こういう働き方をすればいいというアドバイ

スを行っている。自立訓練から B 型に行く場合も

ある。 

・就労アセスメント結果票を用いて、セールス

ポイントや課題をまとめている。 

 

c.本人の進路候補（一般企業、移行支援、Ａ、Ｂ）

まで提案できているか 

 ・移行支援を通して A型に行った人がいる。 

・移行を通したら一般就労かA型に行っている。 

・就労移行か A 型を推薦したものの、すべて B

型に行かれた。 

・B型から A型に移行しようとする人もいる。 

・B型を希望していて、A型 1名、就職 1名いる。 

 

d.ケース会議等を行っているか、結果のフィード

バック方法は？ 

 ・事前面談(担当者会議)、最終日近くでフィー

ドバック(学校、相談支援事業所、本人)している。 

 ・相談支援事業所、家族、本人、学校にフィー

ドバックを行っている。 

・できないことは学校でわかっているので、で

きることを説明する。学校はできないことを伸ば

していこうという意識が強い。 

 ・相談支援事業所がサービス等利用計画を作ら

なくてはならないので、アセスメント結果を計画

書に盛り込んでくれる事業所もある。 

 

e.アセスメントを受けた利用者の中には移行支援

で十分対応可能な人もいるのか 

 ・(移行支援で対応可能と思われる人もいるが、

B型を利用させたいという)家族の意向が強い。 

 

 

f.Ｂ型に行こうと思っていた人が、移行支援など

に進路を変えるきっかけは何か 

 

・移行支援事業所を知らない保護者がいたので、
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そこで初めて知った。 

 

g.関係者が利用者の進路（Ｂ型希望の場合）につ

いて、どのような根拠でそのように思っているの

か、また、一般就労についてどのような意識を持

っているか 

 ・B型ありきが強い。 

 ・就職を希望されていたけれども、難しいと思

われたので自立訓練を受けさせたケースがあった。  

・高等部 2 年生の終わりに進路を決めておかな

ければならない。 

 

h.改善点、課題点など 

・2週間を目安にしているものの、1日半で来れな

くなった人や 3 日間で終わった人もいたので期間

を検討してほしい。 

・進路について、このような能力だから B 型に行

くのだという意識を持ってもらいたい。 

 ・2週間といった長期間では業務負担が多くなっ

てしまうし、書類をまとめるのはさらに時間がか

かる。 

 ・特別支援学校 3 年生の段階で B 型行きのアセ

スメントは意味がない。他の地域では、1年、2年

でアセスメントを行っている。 

・保護者にアセスメントの意味や移行支援の役

割を理解してもらいたい。 

・重たい人が中心なので、生活介護か B 型かが

多く、2週間が難しい利用者もいる。 

・評価票を書くのが大変。 

 ・3年生で進路決定した後にアセスメントを行わ

れているので、1年、2年で行ってほしい。それで

あれば進路変更の可能性もある。 

 

i.その他 

・アセスメント票に従って、すべての職員が行

っており、まとめるのは一人である。 

・アセスメントというのは評価ではなく、利用

者のことを知りたい。できるできないを見るので

はないという意識を学校も利用者・家族も知って

ほしい。 

 

 

４． 考察 

今回の調査で把握できたのは、就労移行

支援事業所において就労アセスメントは必

要であり、有効であるということである。

平成２７年４月に厚生労働省から具体的な

アセスメントの手順等をまとめた「就労ア

セスメント実施マニュアル」が作成されて

いるが、実施方法は統一されていないため、

事業所によってばらつきがあり、アセスメ

ント実施者にも能力に偏りがあることが伺

えた。 

今回は就労継続支援 B 型事業所の利用希

望者へのアセスメントの調査であり、対象

者は知的障害者が大多数であったが、精神

障害者や発達障害者の利用も一定割合ある

こと、また知的障害者の多くは自閉症スペ

クトラムを重複しているとの指摘があるこ

とを踏まえると、知的障害のみならず、そ

れぞれの障害特性に応じた就労アセスメン

トを実施するための研修をし、支援者の資

質の向上をめざす必要があろう。 

就労移行支援事業所ではアセスメントの

有効性は認めているものの、アセスメント

実施者に専門性がなく、ただ長期間作業の

様子をみているだけのアセスメントを行っ

ていたり、そのためのまとめの時間を要す

るなど物理的負担が多いことも示された。

さらに、相談支援事業所や学校、本人、家

族がアセスメントの意味を理解しておらず、

B 型事業所に行くためのプロセスの一つと
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して捉えているところが多く、本来の就労

移行の業務とは異なるものとなっている。 

以上のことを踏まえ、相談支援事業所及

び自治体は、移行支援事業所や障害者就

業・生活支援センターにアセスメントの依

頼を出すだけではなく、特別支援学校や本

人・家族にアセスメントを実施する意味を

説明する必要があり、そのためにはアセス

メントの内容を理解しておかねばならない。 

さらに、アセスメント実施者もあいまい

な形でアセスメントを実施するのではなく、

アセスメントに関する専門性を身に着け、B

型に行くためだけのパターン化した内容で

はなく、将来的には一般企業への就職も視

野に入れることを意識し、どのような職種

が適しているか、どのような支援があれば

就職可能かなどの内容を把握できるような

アセスメントを実施すべきであろう。その

ためには、アセスメント実施者に対して専

門研修を行う必要があるものと考える。 

そのような中で、表 1 に示されるような

最新の就労移行のためのアセスメントであ

る TTAP を利用している事業所があること

は 興 味 深 い 。 TTAP と は 、 TEACCH 

Transition Assessment Profile のことで、

米国ノースカロライナ大学で開発された知

的障害を伴う自閉症者の就労への移行のた

めのアセスメントである(Mesibov･Thomas･

Chapman and Schopler,2007)。 

このアセスメントでは、単に職業能力を

把握するだけではなく、職業行動や自立機

能、余暇活動、機能的コミュニケーション、

対人行動といったソフトスキルのアセスメ

ント項目が含まれており、就職における合

理的配慮なども示しうるアセスメントであ

るため移行支援事業所で行うアセスメント

としては極めて有効と考える。 

 障害特性に応じたアセスメントを考える

にあたり、Muller(2003)らが示した職場定

着が難しい ASD において就労に成功するた

めの重要な要素として示された 5 つの要素

(表６)を考慮することは有用である。 

 

 表６ 就労に必要な 5つの要素 

a.適切なジョブマッチング 

・仕事そのものだけではなく、職場環境

を考慮する。 

・適切な仕事は見通しの持てるものであ

り、自閉症者に適したスケジュールであ

るべき。 

・仕事は明確に具体的なものであり、気

を散らすものがない場所 

・対人関係を要しないところで、仕事を

覚えるのにある程度の時間を要し、過度

な感覚刺激は避けられるべき 

b.同僚上司の受け入れ態勢 

・就職がうまくいくためには、協力的な

環境を提供する同僚上司に依存する 

・ASD という障害に関する認識と理解 

・同僚や雇用主に自閉症の理解教育 

・就労支援者は、ASD 者の仕事を理解す

る、彼らの上司の満足すべき仕事を完成

させる、職場のルールを理解させる(始ま

る時間、終わる時間、休憩時間)、病気や

余暇のための休暇の取り方の理解(緊急

時の対応)、建物の中で重要な場所でのふ

るまい方、職務に就くときと職務から離

れる時の方法 

c.実際の職場での支援 

・モデリングによる指導 

・構造化された報酬システム 

・ビデオモニタリング 



8 
 

・エラーレスラーニング 

・卒業後の進路シド 

・プロンプトシステム 

d.職場の合理的配慮 

・職場での気を散らすものや衝撃を減ら

すための方法についてのアセスメント 

・音、妨害物、人込み、明かり、空間な

どの評価と ASD 独特のニーズアセスメン

ト 

・実際の現場における再構造化 

・文字により強調する 

・仕事を完成させるうえでの継続的なス

ケジュール 

・指示書、ノートブック、ラベル、チェ

ックリスト 

・構造化されたワークシステム 

・休憩時間に散歩やゲームをさせること 

e.長期的サポート 

 

 これらの 5 つの要素は、自閉症だけでは

なく他の知的障害者や発達障害者にも通ず

るものと考える。この項目の d においては

アセスメントについて述べられているが、

その中身が今回のアンケートで示された作

業遂行能力が中心ではなく、職場環境や合

理的配慮を行うために必要な支援のアセス

メントなどが含まれており、今後の就労移

行支援事業所等就労支援機関のアセスメン

トのあり方を示す一つの指針となるのでは

なかろうか。 

 

５．参考文献 
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and Schopler, E.(2007):TEACCH 

Transition Assessment Profile.PRO-ED 

Inc. 

(2) M¨ullera,b.,, Schulerb,A., 

Burtona,B.A.Yates,B.G.(2003) ：

Meeting the vocational support needs 

of individuals with Asperger Syndrome 

and other autism spectrum 

disabilities. Journal of Vocational 

Rehabilitation 18 (2003) 163–175 163 

IOS Press. 

 

６．健康危険情報 

 特になし 

 

７．研究発表 

なし 

 

８．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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就労継続支援Ｂ型の利用に係る 
就労アセスメントの実施状況に関する調査 

 

この調査は、平成 28 年度厚生労働科学研究「就労アセスメント実施者に対す

る研修カリキュラム構築のための調査研究」の一環として実施するものです。 

就労移行支援事業所（無作為抽出した全国の開設１年以上の 2,000 事業所）、

障害者就業・生活支援センター（開設１年以上のセンター326 か所）における、

就労アセスメントの実施状況について明らかにすることを目的としています。 

調査結果は、個人情報や個々の事業所名・センター名は伏せてとりまとめの上、

公表することとなりますのでご承知おきください。 

ご多用のところ、誠に恐縮ではございますが、本調査の趣旨をご理解の上、ご

協力いただきますようお願い申し上げます。 

「就労アセスメント実施者に対する研修カリキュラム構築のための調査研究」 

研究代表者 早稲田大学 教育・総合科学学術院 教授 梅永雄二 

○ 貴就労移行支援事業所名、ご回答者様等についてお伺いします。 

法人名  事業所名  

ご氏名  役職名  

電話番号  FAX  

○ 「就労アセスメント」とは 

本調査における「就労アセスメント」とは、「就労継続支援Ｂ型の利用希望者又

は就労継続支援Ｂ型の利用を検討している者（① 就労経験者であって年齢等の

面で一般企業に雇用されることが困難となった者、② 50 歳以上の者、③ 障害

基礎年金１級受給者、④ 既に就労移行支援を利用済の者を除く。）に対して、就

労移行支援事業所又は障害者就業・生活支援センターによるアセスメントにより、

就労面に係る課題等の把握を行うこと」を指します。 

○ 以下の問にご回答願います。選択肢については、番号に○をつけてください。 

問 1 貴就労移行支援事業所の所在地、就労移行支援の指定年度、現在、多機能型の事
業所か否か、主たる対象とする障害種類を定めているか、就職者数について、ご回
答ください。 

 ①所在地 
都 道  
府 県  

市 区  
町 村  

②指定年度 平成    年度 

 
③現在、多機能型か
否か 

01 多機能型ではなく、就労移行支援のみを実施している 
02 多機能型として就労移行支援を実施している 

 
④主たる対象とす
る障害種類を定め
ている 

01 定めていない 
定めている（複数回答可） 
→ 02 身体 03 知的 04 精神 05 発達 06 難病等 

就労移行支援事業所用 
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⑤27 年度定員数・
一般就労者数 

2７年４月１日現在の貴就労移行支援の定員数 
   
人 

27 年度の貴就労移行支援の利用終了者数 
   
人 

 
うち一般就労者数（就労継続支援 A 型への就職は
除く。） 

   
人 

 
問２ 貴就労移行支援事業所では、27 年度に、就労アセスメントを実施しましたか。 

「実施した」場合は、②もご回答ください。  

 
① 就労アセス

メントの実施 
01 実施した 
02 未実施 

② 就労アセスメ
ント開始時期 

01 26 年度以前から実施 
02 27 年度から実施 

 
①が「01」の場合→ 問３にお進みください。 
① が「02」の場合→ 問２-２をご回答いただき終了です。ご協力ありがとうございました。 

 

 
問３ ２７年４月１日～２８年３月３１日の間について、以下の実人数を障害別にご

記入ください。なお、複数の障害がある方については、主たる障害を判断し、
計上してください。 

例：身体障害と知的障害のある方であって、主たる障害が知的障害と判断される
場合は、「知的障害者」の欄に 1 人計上する。 

※ 精神障害者保健福祉手帳を所持している等、精神障害に該当する方で、主た
る障害が発達障害である方は、「精神障害者」及び「うち発達障害者」の欄に
１人計上する。 

 

（集計困難の欄がある場合は空欄で構い
ません。） 

身体 
障害
者 

知的 
障害
者 

精神 
障害
者 

 難病
等障
害者 

左記合計 ※ う ち
発 達 障
害者 

① 就労アセスメント実施人数 人 人 人 人 人 人 

 

② うち特別支援学校高等部在学
者 

人 人 人 人 人 人 

③ うち②以外の者 人 人 人 人 人 人 
 
問４ 問３の②「特別支援学校高等部在学者」に実施した場合、ご回答ください。 
01  就労アセスメントの平均実施日数（１人が実際に利用した日数）（選択は１つ） 

 01 １～２日 ・ 02 ３日 ・ 03 １週間位 ・ 04 ２週間位 ・ 05 １月位 ・ 06 ２月位 ・ 07 ２月超  

②  実際に必要と思われる日数（選択は１つ） 

問２－２ 就労アセスメントを実施しなかった主な理由についてご回答ください。
（選択は１つ） 

01 就労アセスメントの依頼がなかった 
02 自治体にて就労アセスメントを実施する事業所や就業・生活支援センターが指定されて

いる 
03 実施予定であったが、対象者の都合等により実施できなかった（または中止した） 
04 就労アセスメントのノウハウがないため、または実施方法が不明であるため、断った 
05 他の利用者への支援の支障になる、または手続きが煩雑その他の理由のため、断った 
06 その他 
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 01 １～２日 ・ 02 ３日 ・ 03 １週間位 ・ 04 ２週間位 ・ 05 １月位 ・ 06 ２月位 ・ 07 ２月超  

③ 就労アセスメント実施後の卒業後の進路、利用サービス等（集計困難の欄がある場合は空欄で構
いません。） 

 

（１）一般就労         人 （６）(2)～(５)以外の障害福祉サービス    人 

（２）就労移行支援       人 （７）進学                 人 

（３）就労継続支援Ａ型     人 （８）在学中                人 

（４）就労継続支援Ｂ型     人 （９）その他                人 

（５）生活介護         人 （10）不明                 人 

 

問５ 問３の③「②以外の者」に実施した場合、ご回答ください。 
①  就労アセスメントの平均実施日数（１人が実際に利用した日数）（選択は１つ） 

 01 １～２日 ・ 02 ３日位 ・ 03 １週間位 ・ 04 ２週間位 ・ 05 １月位 ・ 06 ２月位 ・ 07 ２月超 

②  実際に必要と思われる日数（選択は１つ） 
 01 １～２日 ・ 02 ３日位 ・ 03 １週間位 ・ 04 ２週間位 ・ 05 １月位 ・ 06 ２月位 ・ 07 ２月超 

③ 就労アセスメント実施後の進路、利用サービス等（集計困難の欄がある場合は空欄で構
いません。） 

 

（１）一般就労         人 （６）(2)～(５)以外の障害福祉サービス    人 

（２）就労移行支援       人 （７）進学                 人 

（３）就労継続支援Ａ型     人 （８）在学中                人 

（４）就労継続支援Ｂ型     人 （９）その他                人 

（５）生活介護         人 （10）不明                 人 

 

 

問７ 就労アセスメントを実施する職員の状況及び資格等取得状況についてご回答ください。 

① 就労アセスメントを実施する職員（選択は１つ） 

01 サービス管理責任者が単独で実施 02 サービス管理責任者以外の職員が単独で実施 

03 複数の職員で分担して実施 04 定めてはいない 

③  就労アセスメントを実施する職員の資格や支援経験の状況（該当するもの全て選択） 

01 福祉関係（社会福祉士等）の資格 02 サービス管理責任者研修（就労分野）修了 

03 ジョブコーチ養成研修修了 04 障害者雇用企業等に対する支援の経験 

05 障害者雇用企業における勤務経験 06 福祉関係の資格は取得していない 

問６ 就労アセスメントを所外で実施している場合、実施場所をご回答ください。（該当す

るもの全て選択） 

01 貴事業所が職場実習等で協力を得ている企業等 02 特別支援学校等の校内 

03 特別支援学校等が実施する職場実習先の企業等 04 就労継続支援Ｂ型事業所 

05 01～04 以外の場所 06 所外では実施していない 

問８ 就労アセスメントを実施してどのように感じたか、ご回答ください。（該当するもの
全て選択） 

01 対象者や家族、または関係する機関の職員 02 対象者や家族、または関係者に、一般就労



12 
 

 

 

問 10 通常、どのようなアセスメントをしていますか、障害別にご回答ください。 

① 当該障害のある方に対して、通常実施している内容 （選択は最大２つまで） 

01 事業所内で通常実施している各種作業 02 作業検査・ワークサンプル 

03 企業実習 04 グループワーク等、作業以外のプログラム 

05 対象者、家族、関係者等への面接 06 チェックリスト等を活用した調査 

07 職業適性検査、各種心理検査等の実施 08 その他・当該障害のある方へは未実施 

③  ①の実施理由 （選択は最大２つまで） 

09 作業態度、作業遂行力の把握が重要なため 10 対人対応、社会生活面の状況把握が重要なため 

11 対象者の希望や支援ニーズ等の把握が重要なため 12 日常生活の状況把握が重要なため 

13 集団の中での状況把握が重要なため 14 企業等、所外での状況把握が重要なため 

15 その他 16 当該障害のある方へは未実施 

知的障害者に 
実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

  
精神障害者に 
実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

  

発達障害者に 
実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

  
身体障害者に
実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

  

（以下「関係者」という。）が、一般就労に

向けた支援や就労移行支援を知る機会とな

ることが多い 

を目指す場合の必要な支援内容、対象者のセ

ールスポイントや課題を示すことができる

場合が多い 

03 対象者や家族が、就労継続支援Ｂ型から、

一般就労に向けた支援や就労移行支援の利

用に変更する機会となることがある 

04 対象者に、就労アセスメントの実施が困難

であった者が多い 

05 対象者に、一般就労に向けた支援や就労移

行支援の利用が考えられる方はいなかった 

06 その他・何とも言えない・わからない 

問９ 対象者や家族、関係者の状況について、ご回答ください。（該当するもの全て選択） 

01 対象者や家族が、一般就労に向けた支援や就労

移行支援を知らない場合が多い 

02 関係者が、一般就労に向けた支援や就労移

行支援を知らない場合が多い 

03 対象者や家族が、将来の一般就労への移行や能

力向上の可能性を検討していない場合が多い 

04 関係者が、将来の一般就労への移行や能力

向上の可能性を検討していない場合が多い 

05 対象者や家族、または関係者が、就労アセスメ

ントの目的（就労面に係る課題等の把握）を知

らない場合が多い 

06 その他・何とも言えない・わからない 
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難 病 等 障 害 者
に実施する場合 

①実施 
内容 

  
② 
理由 

   

 

問 11 アセスメントを実施する上で、どのようなアセスメント技術を必要としていますか。 

（選択は、①最も必要としていること、②次に必要としていること、の２つまで） 

01 アセスメント全般に関する基礎知識の獲得 02 アセスメント結果の精度を高める方法 

03 障害特性の知識、障害特性を踏まえた対象者への

対応方法、面接や聞き取りの方法 

04 画一的ではない、対象者の状況を踏まえたアセス

メント手法の活用 

05 対象者や家族、関係者を参集したアセスメント会

議の効果的な運営方法や結果の説明方法 

06 観察記録の方法や結果の文章化のスキルアップ 

07 職員間のアセスメント実施ノウハウの共有方法 08 その他 

① 最も必要  ② 次に必要  （必要としていることがない場合は記入不要） 

 

 

問 13 就労アセスメントについて、ご意見があればご記入ください。 

 
 
 

ご協力ありがとうございました。本調査票は、12 月 10 日までにご返送ください。 

 

 

問 12 28 年度の就労アセスメントの実施可能人数についてご回答ください。（選択は１つ） 

01 27 年度と同人数程度の実施が可能 02 27 年度の２倍未満程度の人数の実施が可能 

03 27 年度の２倍以上の人数の実施が可能 04 27 年度より少ない人数の実施が可能 


